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Reconstruction of the “Welfare Community” Concept Informed by the 
Principal Aspects of Social Relationships
: A Critical Examination of Shigeo Okamura’s Chiiki fukushi-ron （1974）
要旨
　本論は、岡村重夫の『地域福祉論』（1974年）をテキストとして、鍵概念となる「福祉コミュ
ニティ」についての理論的検討を行い、その内在的課題を明らかにした。その主張を根底から覆
すようなものではなかったが、福祉コミュニティの定義及び展開の中で、柱となる論理に「ゆら
ぎ」が認められた。社会福祉固有の視点を貫き、主体的・個別的な原則のもとに再構成された福
祉コミュニティ概念は、生活課題を抱えた具体的な個人を中心として、日常生活の場である地域
社会の在り方と、それをとりまく全体社会を視野におさめることができる。「福祉コミュニティ」
は、多様化・複雑化、そして大規模化する現代社会にあって、一人ひとりが「多様なままで」「あ
たりまえの生活」を営むことを可能にするための知的ツールである。だれもがこのツールを使い
こなすことができるようになること、それが「福祉コミュニティ」の目的であり、その先にある
「地域社会」の課題である。
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Abstract
　This paper undertakes a theoretical discussion of Shigeo Okamura’s Chiiki fukushi-ron （“Theory of 
Community-based Welfare,” published 1974） with the aim of clarifying the challenges inherent in one of 
the theory’s key concepts, namely that of the “Welfare Community.” Although not so as to radically upset 
its claims, the conceptual definition and deployment of the Welfare Community has been accompanied by 
the recognition of certain “fluctuations” in its fundamental logic. Informed by a specifically social-welfare 
perspective and reconstructed based on subjective and individual principles, the Welfare Community 
concept can encompass possibilities for local communities in everyday life and the overall social context 
by focusing on the life challenges faced by specific individuals. In contemporary society, which is growing 
ever more diverse, complex, and all-encompassing, the Welfare Community concept represents an 
intelligent tool that enables individuals to lead lives of convention amidst diversity. For anyone to be able 
to master the use of this tool is both the aim of the Welfare Community concept and a future challenge 
for local communities. 
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Ⅰ　はじめに
　ソーシャルワークを基盤とする「社会福祉
固有の視点」1と、社会学者マッキーバーの
発想をルーツ2とする「望ましい地域社会類
型としてのコミュニティ」3。この二つの潮
流が出会ったところに岡村重夫の「福祉コミ
ュニティ」概念がある。
　さて社会福祉は、かつての救貧事業では
ないとしても、しかしそれは本質的に住民
の生活上の現実的および可能的困難を援助
する制度的体系であるから、常にその関心
は、生活上の不利条件をもつ老人、児童、
心身障害児者、母子家庭、低所得者、反社
会的行為者等、少数者集団のひとびとに向
けられるのは当然である。これらのひとび
との生活上の要求は、地域社会の多数をし
める住民のための一般的サービスや環境条
件の改善だけでは、充足されないものであ
る。また一般的コミュニティにおいてみら
れる自然発生的な相互援助は、彼らをコミ
ュニティの一員として受容し、支持するも
のではあっても、それによって何らかの特
殊サービスとしての具体的な援助を期待し
うるものではない。してみれば、これらの
生活上の不利条件をもち、日常生活上の困
難を現に持ち、または持つおそれのある個
人や家族、さらにはこれらのひとびとの利
益に同調し、代弁する個人や機関・団体が、
共通の福祉関心を中心として特別なコミュ
ニティ集団を形成する必然性をみとめるこ
とができよう。これをいま「福祉コミュニ
ティ」とよぶならば、それは前述してきた
「地域コミュニティ」の下位コミュニティ
として存在し、両者のあいだに密接な協力
関係のあることが望ましい。しかしそのよ
うな望ましい関係は、地域コミュニティの
あるばあいにだけ期待されるものであって、
まだコミュニティになっていない「地域共
同体」や「無関心型地域社会」、さらには「市
民化社会型の地域社会」においては、その
ような協力関係は期待できないであろう4。
　日常生活の場としての地域社会が社会福祉
理念実践の場であり、生活困難をかかえる当
事者との「共通の関心」を基盤とした専門的
支援を有効にすすめるためのツール、それが
岡村の「福祉コミュニティ」である。こうし
た発想に対して、「『福祉コミュニティ』の実
現を追求するときは、階級的・構造的などの
さまざまな抵抗がある。別の言い方をすれば、
少なくとも地域社会そのものにまったく変化
がないままに、ひとり社会福祉面でだけ『福
祉コミュニティ』が実現するといったことは
ありえない」5とする批判がある。他方、「岡
村の福祉コミュニティ論には、たえず運動論
があって、いうならば権力との拮抗関係のな
かではじめて福祉コミュニティが奪取できる
という発想が隠されている」6）という指摘が
ある。さらに、「地域福祉学者の岡村重夫が
彼の理論を高く評価したこともあって、現在
でも地域福祉学者の間では奥田理論が大きな
影響力をもっている」が、「コミュニティ形
成から地域福祉へという地域福祉の主流化の
背景には、弱い市民の存在や市民の複数性と
いった事態が横たわっている。これは、コミ
ュニティ形成や奥田理論が前提とする『強い
市民』がセルフ・オリエンタリズム的な虚構
であったことを意味する。地域福祉の主流化
以後になお奥田理論に固執することは自己矛
盾的である」7）とする主張すらなされている。
　しかし、岡村の社会福祉論全体を見渡すの
なら、「変化を踏まえない」「奪取」「強い市民」
といった批判が必ずしも的を射たものでない
ことは明らかである。誤った理解に基づき、
「社会関係の主体的側面に基づく地域福祉論」
というそれまでの議論を一刀両断に捨て去る
ことの社会的損失は計り知れない。ただし、
こうした状況を引き起こした原因の一端は、
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冒頭に引用した岡村自身による福祉コミュニ
ティの規定そのものにもある。当事者個人を
中心として「共通の福祉関心」をもつ人々や
機関等から形成される「福祉コミュニティ」
と地域社会とは相互作用関係にある。「地域
コミュニティ」に属さない地域社会にあって
も、「福祉コミュニティ」形成の必要性が示
されている。しかし、あくまでも福祉コミュ
ニティは「地域社会の下位コミュニティ」で
ある8）。地域社会の重要性は認めつつも、そ
れを所与のものと考えることで、地域社会の
側からという「社会関係の客体的側面」が紛
れ込む。このような一貫性のゆらぎにこそ、
岡村の福祉コミュニティをめぐる論理上の課
題がある。
　社会福祉固有の視点である「社会関係の主
体的側面」を貫徹する「福祉コミュニティ」
概念の精緻化はいかにして可能なのであろう
か。本論では1974年に発表された『地域福祉
論』をテキストとし、岡村自身による「福祉
コミュニティ」概念形成及び展開の過程を辿
り、「どこ」で「どのような」論理展開のう
ちに性質の変容が生じたのかという批判的検
討を行い、この問題への回答を導き出したい。
Ⅱ 　福祉国家状況下における個別性・主
体性を保障する場としての地域社会
　岡村による社会福祉の特徴を一言で述べる
なら、「現場の論理」である。その現場が「地
域社会」であり、日常生活が展開されている。
従って生活上の課題は地域社会で発生するの
であり、その解決もまた地域社会でなされな
ければならない。こうした発想が「高次の社
会福祉概念としての『地域福祉』という新し
い接近法」の必要性として指摘される。
　社会福祉の対象となるような生活上の困
難の発生しているのは、まさしく地域社会
においてであるから、その解決の努力も、
当然その地域社会のなかで、また、地域社
会に向けて行われるのでなくてはならない。
ところが従来の社会福祉サービスは、この
生活問題発生の場所であり、根源でもある
地域社会を無視して、これから離れたとこ
ろでなされる傾向があった。つまり社会福
祉援助の対象者を、問題発生の根源である
地域社会や家族からひき離して、収容施設
に隔離的に保護することで終ろうとしてき
た。それは問題発生の直接の原因としての
地域社会や家族の生活状況を無視するもの
であるから、決して真の問題の解決でも「治
療」でもない9）。
　従来の、あるいは今日でも深く理念として
浸透している、生活施設への隔離的収容を前
提とした社会福祉への痛烈な批判と、地域社
会の意義を岡村は提示する。「地域社会など
既に解体しており、存在していないものに問
題の原因を求めるなど全く無意味である」「問
題の原因を地域社会に求めるなど本来の論点
を見誤ることになるのであり、必要なのは地
域社会よりも大きな社会、多くの場合は国家
とよばれるものへの着目が必要である」とい
ったように、岡村による前提を否定すること
も可能である。しかし、岡村はこうした批判
に対し、社会福祉学の独自性にもとづく支援
のあり方と、そこから導き出される地域社会
の意義を明らかにする。
　社会保障と区別せられた社会福祉的援助
は、その対象者のもつ職業や家族関係、近
隣関係や友人関係および地域的文化関係、
一言にして言えば彼のもつ社会関係の全体
を保存しながら、適切な処遇を与えること
を目途とするようにならねばならない。そ
れは、援助対象者を無造作に地域社会から
ひき離して収容施設に隔離する方式に対す
る根源的な批判である。かつては救貧法の
運営においても、対象者を地域社会にとど
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める「居宅保護」方式はとられたけれども、
その「劣等処遇の原則」のために、彼は正
常な近隣関係や人間的要求をみとめられな
かった。したがって、外面的には対象者は
地域社会において生活はしていても、決し
て彼のもつ社会関係を維持し、促進するよ
うな福祉サービスをあたえられたわけでは
ない。ここに社会保障以前の、そしてこれ
に代替させられてきた社会事業と、社会保
障以後の、そしてそれと明析に区別せられ
た固有の社会福祉との、処遇内容の差違が
あるといわねばならない。したがって社会
保障以後の固有の社会福祉的援助において
は、対象者のもつ社会関係のすべてを、い
かにして保存するかが重要な問題であり、
またこのような地域社会のなかにとどまる
対象者を、自分らの隣人として対等の人間
関係をもって迎えるような地域社会の構造
や社会関係とはいかなるものであるか、ま
たこのような地域社会状況をつくりだすた
めの地域福祉活動とはいかなるものである
かが問われるようになる。こんにち各方面
で議論されている「地域ケア」、「在宅者サ
ービス」の主張、英国的な表現ではコミュ
ニティ・ケア（community care）論は、
すべてこのような視点に立って論議されね
ばならないであろう10）。
　介護保険制度の見直しの中で、近年注目さ
れている「地域包括ケアシステム」11）もまた、
こうした考え方にもとづいて展開されなけれ
ばならない。どのような人であっても、「あ
たりまえの場所」で「普通の生活」を営むこ
とができるような支援が必要とされている。
そのうえで、地域社会の存在を前提としない
「福祉国家」には以下のような課題があると
される。
　「福祉国家」の目ざす「福祉」は、単に
全国民に共通の平等の権利を保障するだけ
ではなく、各個人の生活上の個別的条件に
応ずる社会的サービスによってのみ現実に
達成できるというのであれば、事情は一変
する。なぜならば万人に共通する平等の権
利というだけでは、まだ「福祉」にはなら
ないからである。真の「福祉」であるため
には、個人の主体的にしてかつ個別的な要
求(needs)が充足されなくてはならない。
その意味では、「福祉」は終局的には個別
的処遇である。つまり、すべての個人に平
等の権利と機会を保障するような一般化的
施策−全国民の平均的要求を平均的な方法
で充足する専門分化的制度による政策−と
平行して、それに均衡する程度において個
別的処遇が必要なのである。各個人ごとに
異なる条件をもつ生活要求を、平均化され
た画一的方法で処理することは、決して「平
等の権利」を実現するみちではない。個人
ごとに異なる条件に適した異なる処遇によ
ってこそ、はじめて「個人の平等」が実現
されるのである。万人に共通する基本的人
権を保障するための一般的な政策は、その
反面において、各個人の生活主体者として
の要求と生活条件を個別的に配慮するサー
ビスによって補完されなければ、真実に全
国民のための「福祉国家」とはならない12）。
　こうした「個別性」「主体性」を実現する
場所が地域社会である。「地域社会」は単な
る便宜的存在ではない。顔の見える、声の届
く日常生活の場である。「地域社会は、こん
にちの社会福祉にとってほとんど決定的とも
いえるほど重要な意味をもつようになった」13）
のであり、すべての人々を対象とした普遍的
処遇を前提とする福祉国家状況下にあって、
一人ひとりを主人公とした個別的な支援を可
能とする場、それこそが地域社会である。し
かし個別性・主体性にもとづく住民のニード
やニーズのなかには、家族や一般住民による
インフォーマルな支援だけでは満たすことが
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出来ないものもある。こうしたニードやニー
ズを、日常生活の場において専門的なサービ
スや支援によって満たす仕組みが必要となる
のであり、その仕組みの総体が「福祉コミュ
ニティ」と名づけられたのである。
Ⅲ 　社会関係の主体的側面を貫く「福
祉コミュニティ」概念の再構成
　地域社会についてのルーズな理解と、地域
社会への過剰な期待。岡村は、こうした既存
研究への批判的評価を踏まえ、社会福祉のた
めの地域社会論の前提として、「在宅福祉＝
コミュニティ・ケア」を提示する。
　「在宅者サービス」といわれるものの真
実の意味は、ひとりでは日常生活の困難な
対象者でも地域社会にとどめながら、身の
廻りの世話、訓練、リハビリテーション、
家事援助等のサービスをあたえて、収容施
設によるサービスの長所をとりいれ、短所
を避けるようなサービスのことである。そ
のようなサービスを効果的に実行するため
には、対象者自身とその家族の生活条件の
全体を把握するという社会福祉固有の視点
にたちながら、彼らの生活ニードを総合的
に充足することが必要である。それは単一
の福祉機関によって実施できるものではな
くて、地域社会にある各種のサービス機関・
団体施設の密接な協同と調整によってはじ
めて可能であり、また生活上不利な条件を
もつ者に対する隣人や地域住民の相互扶助
体制を必要とする、まったく新しいケア方
式である。したがって単なる「在宅者サー
ビス」ではなく、英国で言われているように
「コミュニティ・ケア」（community care）
という新しい用語がむしろ適切である14）。
　住み慣れた自宅で、しかも地域社会から孤
立することなく生活をするという発想がここ
に示される。そして、生活上の課題を抱えた
個人への専門的サービスから構成されるもの
と、同じ隣人として彼/彼女を受け入れると
ともに、専門的サービスの効果をたかめる一
般住民からなるもの、という二つの次元から
構成される「地域福祉」が提示される。
　コミュニティ・ケアは、教育、訓練、リ
ハビリテーション、日常生活上の便宜の提
供等の直接サービス活動であるが、その活
動が真に対象者の福祉に役だつためには、
社会保障、労働、住宅、医療・保健、教育、
レクリェーション等の制度的機関による各
種のサービスとよく調整されていること、
また家族や近隣社会、友人関係等、一言に
して言えば、「同一性の感情」に支えられ
ながらも同時に、普遍的価値体系をもった
近代的な地
コ
域共
ミ ュ
同社
ニ テ ィ
会［ルビは原文のまま］
の存在を前提とし、対象者がよくこれに受
容されていることが必要である。そこでコ
ミュニティ・ケア自身は、地域社会におけ
る各種の制度的機関のサービス活動を調整
したり、地域住民の受容的な態度の変容や
自発的な協力活動をつくりだす「地域組織
化活動」では決してないけれども、サービ
スの有効性のためには、論理的にこのよう
な組織化活動を前提せざるをえないのであ
る。かくしてコミュニティ・ケアと地域組
織化活動の二つを下位概念として含む地域
福祉という新しい概念が必要なのである。
つまりコミュニティ・ケアは「地域福祉」
体系のなかに位置づけられることによって、
単なる「在宅者サービス」と区別せられる
のである15）。
　以上のようなプロセスを経て、冒頭に記し
たような「福祉コミュニティ」概念が提示さ
れたのである。その構造的特徴としては、第
１の構成員として「『福祉コミュニティ』の
組織の中核をなすものは、サービス提供者と
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しての社会福祉機関・団体ではなくて、むし
ろその反対に、現実的または可能的サービス
受給者ないしは対象者である。生活保護受給
者、低所得階層、心身障害者、老人、児童、
母子家庭、保護観察中の個人や家族、精神障
害者、アルコール中毒者、難病患者等々、福
祉や医療サービスの対象者」、第２の構成員
に「生活困難の当事者と同じ立場に立つ同調
者や利害を代弁する代弁者」そして、第３の
構成員として「生活困難者に対して、各種の
サービスを提供する機関・団体・施設」が位
置づけられる16）。さらに、この「福祉コミュ
ニティ」と地域社会との関係性は以下のよう
に記されている。
　「新しいコミュニティ」の特長として、
前に普遍的人権意識と地域主体的態度をあ
げておいたが、「福祉コミュニティ」もこ
の「新しいコミュニティ」の一つであるか
ら、福祉サービスの対象者が人権意識と生
活主体者としての自覚をもって一般的な
「地域コミュニティ」の構成員とならねば
ならない。「福祉コミュニティ」は、福祉
サービスを必要とする対象者とサービス提
供機関・施設・団体との共同討議の場であ
り、そこから地域社会における社会福祉サ
ービスの欠陥を指摘することができるし、
また社会福祉以外の専門家集団とも協力し
て社会福祉以外の専門分化的制度の改善の
必要を指摘し、要求する場でもある。最後
に「福祉コミュニティ」は、公共機関が実
施しない福祉サービスを一時的にこれに代
わって実施する。したがって社会生活上の
不利条件をもつ者が、地域社会において少
数者であるために無視されるような社会的
状況においては、自分の生活を守るために
団結し、かれらの利益を代弁する者と協力
して、生活者としての自己を貫徹するため
の機構として、この「福祉コミュニティ」
は不可欠のものでなければならない。一般
的な地域コミュニティが成立していないよ
うな地域社会情況においてこそ、このよう
な「福祉コミュニティ」は必要である。も
ちろん地域コミュニティの成立しているば
あいと、それがまだ成立していない地域社
会状況とでは、「福祉コミュニティ」づく
りの方法や運営の手続きの異なることはい
うまでもない。これらの方法上の問題は後
節において述べることにして、ここではひ
とまず、このような「福祉コミュニティづ
くり」をもって、福祉組織化活動の目標と
規定し、そのことによって、一般的な「コ
ミュニティづくり」としての一般的地域組
織化活動と区別すべきことを指摘しておき
たい17）。
　こうして普遍的処遇を前提とする福祉国家
状況下にあって、個別性・主体性を実現する
場としての地域社会と、より専門的な支援を
必要とする個人を中心としたコミュニティ・
ケア実現のための「福祉コミュニティ」とい
う概念が明らかになった。しかし、岡村によ
る社会福祉固有の視点である「社会関係の主
体的側面」を貫こうとする場合、「地域社会
の下位コミュニティ」「予防的社会福祉」「福
祉コミュニティの機能」という３点において、
その論理にゆらぎが生じる。
　第一の課題は、「下位コミュニティ」とい
う表現である。奥田道大による地域社会類型
のうち、普遍的人権意識と主体的行動体系を
そなえた住民からなるコミュニティ＝モデル
型地域社会の場合においてのみ、「下位コミ
ュニティ」としての位置づけが可能である。
それ以外の「地域共同体」「伝統的アノミー」
「個我」では「下位」という位置づけは不可
能である。しかし、地域社会が所与のものと
見なされている限り、福祉コミュニティは「地
域社会の下位システム」として理解されてし
まう。地域社会との関係性は重要であるが、
社会関係の主体的側面という立ち位置から外
「社会関係の主体的側面」を貫く「福祉コミュニティ」概念の再構成
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れないためにも、福祉コミュニティをめぐる
議論に「下位」という表現は避けるべきであ
る。普遍的人権意識と主体的行動体系という
「共通の関心」をそなえたメンバーから構成
される「福祉コミュニティ」から出発し、そ
の福祉コミュニティが存在する地域社会との
関係性を検討すると考えるなら、こうした誤
解は避けることができる。
　第二の課題は「予防的社会福祉」である。
岡村が現代の地域福祉において必須であると
する「予防的社会福祉」は、一般的地域組織
化にのみ適応されるべき内容である。これが
福祉コミュニティの文脈で使用されるやいな
や、「社会関係の客体的側面」がその主体的
側面を覆う形で表面化する。生活上の課題を
実際に持っている個人が存在する、あるいは
顕在化しない限り「福祉コミュニティ」は形
成されないのである。
　第三の課題は、「福祉コミュニティの機能」
である。岡村は「福祉コミュニティ」形成に
よる地域社会への望ましい影響、つまり「福
祉コミュニティの機能」として（１）対象者
参加（２）情報活動（３）地域福祉計画の立
案（４）コミュニケーション（５）社会福祉
サービスの新設・運営を挙げている18）。生活
上の課題を抱えた当事者の直接参加によって
形成される福祉コミュニティは、特定個人の
課題解決にとどまらず、一方で同様の課題を
抱える類似した当事者に対して、他方で一般
地域住民へもその影響を及ぼすことになる。
疎外されがちな当事者の社会参加を促し、活
動の場を提供するばかりでなく、彼ら／彼女
らを含む「望ましい地域社会としてのコミュ
ニティ」形成の核ともなる。当事者を中心と
して形成された団体や事業所の実践報告等か
ら、その活動は「福祉コミュニティの機能」
についての検証となっているように思われる。
しかし、ひとたび形成された団体や事業所に
視点を移した議論は、「社会関係の客体的側
面」であるばかりでなく、当事者数が単数か
ら複数へと変わるにつれて、「個別性」にも
ゆらぎが生じる。
　「精神医療におけるコミュニティ・ケア」「老
人のコミュニティ・ケア」「心身障害者のコ
ミュニティ・ケア」を事例として岡村が行っ
た福祉コミュニティの意義については、その
先見性に目を見張るものがある。「自立生活」
「グループホーム」といった発想のもとに
1970年代初頭で、統合失調症者の共同住宅と
いうかたちで実践に移されていた報告の紹
介・評価や、医療費や年金を中心とした高齢
者福祉施策の不備、さらに医療サービスのみ
に重点がおかれた障害者施策等の指摘、これ
らはいずれも日常生活の場としての地域社会
におけるコミュニティ・ケアの意義を明確に
裏付けている19）。しかし、「老人」「障害者」
といったカテゴリーに対応させた場合、「福
祉コミュニティ」における主体性・個別性は
消滅する。
　コミュニティ・ケア・サービス計画の立
案と運営を適切にするためには、各地域ご
とに正確な実態を把握する調査や情報収集
を励行するとともに、それを反復して行う
ことが必要である［中略］。またこのよう
な実態の正確な把握は、ある特定の日を指
定して行われる一日調査では到底不可能で
あって、老人福祉ワーカーの常時の巡回訪
問活動と近隣の老人福祉コミュニティの協
力を得なくてはならない。なおこの老人福
祉コミュニティは、［中略］「福祉コミュニ
ティ」の一部として、各地域に組織される
ことが望ましい。それは老人の相互援助組
織であるとともに、老人の家族や老人の生
活問題に関連する制度的機関、団体、老人
福祉のボランティアや有志個人等によって
組織されるコミュニティであり、その機能
は、前章「福祉組織化」のところで説明し
たとおりである20）。
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　障害者自身とその家族および代弁者や同
調者、関係者は、障害者福祉問題に対する
共通の関心によって一つのコミュニティを
形成することを、障害者福祉の組織化活動
として、前章において論じてきたが、それ
は障害者のコミュニティ・ケアにとっての
前提条件である。障害者福祉コミュニティ
は障害者の自己主張の場であるとともに、
協同の場である。それは一般的地域コミュ
ニティの支持をうけながら、障害者コミュ
ニティ・ケアの主体となり、客体ともなる
自治的組織である。障害者の基本的要求と
しての社会的協同の機会は、この自治的組
織において実現せられるであろう21）。
　「老人福祉コミュニティ」「障害者福祉コミ
ュニティ」は、いずれも「福祉コミュニティ」
のサブカテゴリ−と位置づけられている。し
かし、岡村が述べているのは「高齢者一般」
「障害者一般」である。福祉コミュニティ概
念の核となるはずである当事者個人一人ひと
りが視野の中に入ってこない。「当事者」自
身による発言と支援の在り方についての議論
が、今日のように充分ではなかったという社
会的・時代的制約は致し方ない22）。とはいえ、
こうした論理展開自体が、後に続く者を惑わ
す原因となったことを見落とすわけにはいか
ない。
　今日の介護保険法や障害者総合支援法に代
表される社会福祉パラダイム転換を議論する
うえで、1974年に発表された岡村の「福祉コ
ミュニティ」概念は重要な意味を持っている。
年金等の社会保障制度そのものについてでは
なく、生活上の課題を抱えた個人が、日常生
活の場としての地域社会において、あたりま
えの生活を営む上でいかなる条件が必要であ
るのか、まずもって考慮されなければならな
いからである。そのためにも、ここまで検討
してきた議論を踏まえ、「社会関係の主体的
側面」という論理の一貫性を貫く以下のよう
な「福祉コミュニティ」概念の再構成が必要
である。
　今日における社会福祉は、すべての住民
を対象としており、誰でも普通の場所であ
たりまえの生活を、自分自身の判断で営む
ことができるようにすることを目的として
いる。しかしそれは本質的に、住民一人ひ
とりの生活上の現実的な困難を援助する制
度的体系であるから、常にその関心は、生
活上の不利条件をもつ高齢者、児童、心身
障害児者、母子ないし父子家庭、低所得者、
反社会的行為者等、生きづらさを抱えたひ
とに向けられるのは当然である。これらの
ひとの生活上の要求は、地域社会の多数を
しめる住民のための一般的サービスや環境
条件の改善だけでは、充足されないもので
ある。また自然発生的な相互扶助は、この
ようなひとを地域社会の一員として受容し、
支持するものではあっても、それによって
何らかの特殊サービスとしての具体的な援
助を期待しうるものではない。これに対し
て、日常生活上の困難を持つ一人ひとりを
中心として、その家族やこれらのひとの利
益に同調し、代弁する個人や機関・団体が
共通の福祉関心を中心としてつくりあげら
れた特別な集団を「福祉コミュニティ」と
よぶことにする。生活上の困難を抱えた一
人ひとりの当事者個人を中心として形成さ
れるこの福祉コミュニティを起点として、
その外側に拡がる地域社会・全体社会との
あいだには批判的協力関係が必要である。
地域福祉はこうした福祉コミュニティ形成
を志向する地域福祉組織化と、望ましい地
域社会としての「地域コミュニティ」形成
をめざした一般的地域組織化という二つの
側面から展開される。そして、社会関係の
主体的側面にもとづき、福祉コミュニティ
形成が何よりも優先されなければならない。
「社会関係の主体的側面」を貫く「福祉コミュニティ」概念の再構成
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　社会福祉固有の視点である社会関係の主体
的側面を貫くことで、「福祉コミュニティ」
概念は再構成される。生活課題を抱えた具体
的なひとを中心として、そうしたひとにとっ
ての日常生活の場である地域社会の在り方と、
さらにそれをとりまく全体社会構造を視野に
おさめることで、福祉コミュニティ概念の検
証・展開は可能となる。「福祉コミュニティ」
形成を阻む社会的条件は何か。「福祉コミュ
ニティ」を構成しているメンバーは、普遍的
人権意識と主体的態度をその後も維持するこ
とが可能か。専門家は当事者・支援者及び事
業体・各種の制度、さらにそれらをとりまく
地域社会や全体社会との相互関係性の中でど
のようなはたらきかけができるのか。「福祉
コミュニティ」を中心とした社会福祉理論は、
支援の現場における指針となる。そしてこう
した実践活動をふまえた検証によって、社会
福祉制度・政策の更なる展開が拓けることは
言うまでもない。
Ⅳ　まとめ
　以上、岡村による福祉コミュニティ概念形
成のプロセスを辿りながら、その論理構成上
の課題について検討してきた。社会福祉固有
の視点を貫き、主体的・個別的な原則のもと
に福祉コミュニティ概念を検討するなかで、
「地域社会との関連性」「予防的社会福祉」
及び「当事者団体」という課題が明らかにさ
れた。岡村によって示された「福祉コミュニ
ティ」概念は、「社会関係の主体的側面」を
貫徹すべく再構成されなければならない。し
かし、それは岡村の主張を根底から覆すよう
なものではなかった。
　社会福祉にとってコミュニティのもつ意
味は、しばしば機能的社会や近隣社会から
疎外され、仲間はずれにされやすい特定少
数者を対等の隣人として受容し、支持する
というところにこそあるというべきであっ
て、それ以上の社会福祉的援助までコミュ
ニティに期待することは誤りである。特定
少数者を、いわば特定少数者でないように
扱うところに、その特長があるというべき
である。つまりコミュニティは、社会福祉
にとって資源であり、効果を増強するため
の前提条件であって、その代用品であって
はならない。［中略］以上のような［望ま
しい地域社会類型としての］コミュニティ
の一般的社会情況のなかで、とくにこれら
の社会的不利条件をもつ少数者の特殊条件
に関心をもち、これらのひとびとを中心と
して「同一性の感情」をもって結ばれる下
位集団が「福祉コミュニティ」である。ま
た地域社会がいまだコミュニティ型地域社
会に形成されていないばあいには、これら
の不利条件をもつひとびと、また何らかの
社会的援助を必要とするひとびとは、地域
社会から孤立し、劣等感や疎外感に苦しめ
られるのは明らかである。したがってこの
ような地域社会においては、なおさらこれ
らの特殊条件をもつひとびととその同調者
や関係機関は、「同一性の感情」にもとづ
く強力な結合によって「福祉コミュニティ」
を形成しなければならない23）。
　複数形である「ひとびと」ではなく単数形
の「ひと」を中心として、「同一性の感情」
にもとづいて形成される「福祉コミュニティ」
は、多様化・複雑化、そして大規模化する現
代社会にあって、一人ひとりが「多様なまま
で」「あたりまえの生活」を営むことを可能
にするために必須の知的ツールである。そし
て、こうしたツールを使いこなすことが出来
る「当事者」をひとりでも増やすこと、それ
が「専門家」の役割であり、だれもが「自分
自身の専門家」として生活上の課題について
多様な人々や機関・制度を活用した日常生活
を営むことが出来る。それが「福祉コミュニ
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ティ」の目的であり、その先にある「地域社
会」の課題である。
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